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社会福祉法人恩賜財団東京都同胞援護会苦情解決規程 
 
（目 的） 
第１条 この規程は、社会福祉法（昭和 26年 3月 29日法律第 45号）第 82条

の規定に基づき、社会福祉法人恩賜財団東京都同胞援護会（以下「本法

人」という。）及び本法人が経営する社会福祉施設（昭島病院を除く。

以下「施設」という｡）における福祉サービスについて、利用者等からの

苦情の解決や相談に迅速かつ適切に対応することにより、利用者の基本

的人権を確保し、利用者が安心してサービスを利用できることを目的と

して、その解決方法等について定める。 

 
（定 義） 
第２条 この規程における用語の意義は次のとおりとする。 
  1 苦情とは、施設における福祉サービスに係る全ての内容ならび利用契約

の締結、履行、解約に関することとする。 
  2 苦情申出人は、本法人の経営する施設の利用者、家族及びその代理人と

する。 
 
(苦情解決の体制) 
第３条 施設の利用者の苦情解決にあたり、第一次として施設に、第二次とし

て本法人に、それぞれ苦情解決の体制を置くものとする。 
 
（施設における苦情解決の体制） 
第４条 施設における苦情等の処理については、その円滑な対応を図るため、

当該施設における当事者間の話し合いをもって解決を図ることを原則と

する。 
  １ 苦情解決責任者及び苦情受付担当者の設置 

施設長は、苦情解決責任者（以下「解決責任者」という｡）となり、

利用者からの苦情等に対し、迅速かつ適切な対応に努めるとともに、

利用者が苦情等を申し出やすい環境を整えるため、職員の中から
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苦情受付担当者（以下「受付担当者」という。）を選任するものと

する。 
  ２ 苦情解決委員会の設置 

解決責任者は、利用者からの苦情等について、迅速かつ適切に

対応するため、施設内に苦情解決委員会を設け、当該委員会におけ

る協議を踏まえ改善策を決定するものとする。 
なお、委員会の構成は、解決責任者を委員長とし、その都度必要

に応じて職員を参加させるものとする。 
 
（施設第三者委員会の設置） 
第５条 解決責任者は、地域代表、学識経験者、保護者代表等施設職員等以外

の者からなる施設第三者委員会（以下「第三者委員会」という）を設置

し、苦情解決にかかる社会性、客観性の確保、利用者の立場や特性に配

慮した適切な対応の推進に努めなければならない。 
  1 第三者委員の員数及び委員の委嘱 
     第三者委員の員数は原則として３名とし、施設長が委嘱する。 
  ２ 第三者委員の任期 
     第三者委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 
  ３ 第三者委員の職務 
     第三者委員の職務は、次のとおりとする。 
     （1）定期的な苦情、相談窓口の開設。 
     （2）利用者等からの苦情、相談の受付け及び受け付けた苦情等の本

法人または施設への報告、実情確認並びに改善依頼。 
     （3）本法人及び施設の苦情解決責任者から報告を受けた苦情等の実

情確認並び改善状況の確認。 
     （4）苦情解決へ向けての苦情申し出人または本法人及び施設への助

言。 
     （5）本法人及び施設と苦情申し出人との話し合いの場への立会並び

に必要な助言。 
     （6）本法人または施設において解決出来ない苦情についての東京都
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社会福祉協議会に設置された運営適正化委員会への申し立て。 
     （7）その他、施設におけるサービスの質の向上、利用者の権利擁護

を図る上で必要な意見及び助言。 
  ４ 守秘義務 
     第三者委員は、苦情申し出人の了解なしに苦情等の内容を他に漏ら

してはならない。委員を辞任した後も同様とする。 
  ５ 第三者委員会活動への協力 
     第三者委員会は、本法人及び施設から影響を受けることなく活動で

きる。 
     また本法人及び施設の役職員は、第三者委員から求めがあった場合、

誠意をもってその調査等に協力しなければならない。 
 
（施設における苦情解決の手順） 
第 6条 施設における苦情解決の手順は、下記のとおりとする。 
  １ 利用者への周知 

解決責任者は、受付担当者の選任、苦情解決窓口の設置等苦情

解決の手順について、施設内への掲示及び文書の配布等により利用

者への周知を図るものとする。 
  ２ 苦情の受付 

受付担当者は、利用者等からの苦情を随時受け付け、その内容に

ついて、次の項目を苦情受付報告書（書式 2）に記録し、苦情申出人
に確認するものとする。 

   （１） 苦情の内容 
   （２） 苦情申出人の希望改善方策等 
   （３） 第三者委員への報告の要否 
   （４） 苦情申出人と苦情解決責任者の話し合いへの第三者委員の助

言、立合の要否 
   （５） その他必要な事項 
  ３ 苦情受付の報告・確認 

受付担当者は、前号により受け付けた苦情の全てを解決責任者
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へ報告するものとする。 
また、解決責任者は、報告を受けた苦情について内容を確認の上、

第三者委員に報告するものとする。ただし、苦情申出人が第三者

委員への報告を明確に拒否する意志表示をした場合を除く。 
なお、投書等匿名の苦情についても同様とする。 

  ４ 苦情解決に向けての話し合い 
解決責任者は、苦情申出人との話し合いによる解決に努めるもの

とし、第４条第 1 項第 2 号に規定する苦情解決委員会において検討
した改善案に基づき、下記により苦情申出人との折衝を行う。その

際、苦情申出人又は苦情解決責任者は、必要に応じて第三者委員の

立会並びに助言を求めることができる。 
   （１） 苦情内容の確認 
   （２） 解決案の提示、調整及び第三者委員からの助言 
   （３） 話合いの経過、結果及び決定した改善事項等の記録と双方の

確認 
  ５ 苦情解決の記録、報告 

解決責任者は、苦情解決や改善の積み重ねがサービスの質の向上、

適正な施設運営の確保につながることを十分認識し、これらを実効

あるものとするために、記録の整理、報告、保存等に努めなければ

ならない。 
   （１） 受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果に

ついて苦情解決結果報告書（書式 3）に記録し、これを保存しな
ければならない。 

   （２） 解決責任者は、一定期間毎に苦情解決結果について第三者委

員に報告し、必要な助言を受けなければならない。 
   （３） 解決責任者は、話し合いにより改善の方向付けがなされた苦

情等について、苦情申出人及び第三者委員に対し、随時その進

捗状況を報告する等、出来るだけ速やかに改善が図られるよう

継続した対応に努めなければならない。 
  ６ 情報公開の推進 
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解決責任者は、施設のサービス水準や信頼性の向上、利用者の

選択肢の拡大に資するため、個人情報に関するものを除き「事業

報告」や「広報誌」等により苦情解決実績を公開するものとする。 
 
（本法人における苦情解決の体制） 
第７条 本法人における苦情解決の体制は、次のとおりとする。 
  １ 苦情解決統括責任者、法人苦情解決責任者及び苦情受付担当者の設置 

理事長は、苦情解決統括責任者となり、施設において解決できな

い利用者からの苦情や本法人への直接の苦情に対し、迅速かつ適切

な対応に努めなければならない。また、常務理事は、法人苦情解決

責任者として、苦情解決統括責任者を補佐するものとし、事務局施

設部長は、法人苦情受付担当者として、苦情受付等本法人における

苦情解決にかかる事務を処理するものとする。 
  ２ 法人苦情解決委員会の組織及び役割 

苦情申出人からの苦情等について、迅速かつ適切に対応するため、

法人事務局に「法人苦情解決委員会」を設け、当該委員会における

協議を踏まえ改善策を決定するものとする。 
なお、委員会の構成は、苦情解決統括責任者を委員長とし、苦情

等の内容により適宜関係施設長、事務局所管部長等を参加させるも

のとする。 
 
（法人第三者委員会の設置） 
第８条 苦情解決統括責任者は、学識経験者等法人関係者以外の者からなる

法人第三者委員会を設置し、法人において対応すべき苦情処理の社会

性、客観性の確保、利用者の立場や特性に配慮した適切な対応の推進に

努めなければならない。 
  １ 法人第三者委員の員数及び委員の委嘱 
      法人第三者委員の員数は、原則として３名とし、理事長が委嘱す

る。 
  ２ 法人第三者委員の任期 
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      法人第三者委員の１年とする。ただし、再任を妨げない。 
 

（法人における苦情解決の手順） 
第９条 法人における苦情解決の手順は、第 6 条に規定する施設における手順

に準拠して行うものとする。 
 
（法人苦情解決委員会、運営適正化委員会への申し立て） 
第 10条 苦情申出人及び第三者委員は、施設において苦情解決が出来ない場合

は、第７条に規定する「法人苦情解決委員会」に申し立てを行うことが

できる。 
さらに、法人においても解決を見ない場合は、東京都社会福祉協議会

に設置された「運営適正化委員会」に申し立てを行うことができる。 
 
（書類の整備） 
第 11条 苦情解決に使用するする書式は下記のとおりとし、苦情解決委員会会

議録等必要に応じ参考資料を添付するものとする。 
   ア 苦情申出書………………「書式１」 
   イ 苦情受付報告書…………「書式２」 
   ウ 苦情解決結果報告書……「書式３」 

 
（委 任） 
第 12条 この規程の施行について必要な事項は理事長が定める。 
 
付 則 

この規程は平成 13年 4月 1日から施行する。
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（書式 1） 

苦 情 申 出 書 
施 設 名  

申 出 者  

施設との関係 利用者・利用者家族（  ）・その他（          ） 

苦情等の内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

希望改善内容 
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（書式２） 

苦 情 受 付 報 告 書 
（施設名：        ） 

受付者      （職名：     ） 受付日   年  月  日 

申出人  施設との関係 利用者・家族（  ）・（      ） 

苦情等

の内容 

 
 
 
 
 
 
 
 

申出人

希 望

改善策 

 
 
 
 
 
 
 
 

第三者

委員の

関わり 

 

内容報告 
 

 

要・否 
 

 

改善策の助言 

 

 

要・否 
 

 

話し合いへの立会 

 

 

要・否 

 

特 記

事 項 
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（書式３） 

苦 情 解 決 結 果 報 告 書 
（施設名：        ） 

受付者      （職名：     ） 受付日   年  月  日 

申出人  施設との関係 利用者・家族（  ）・（      ） 

苦情等

の内容 

 
 
 
 
 
 

申出人

希 望

改善策 

 
 
 
 
 
 

苦情解決

委 員 会 

議決方策 

 

 

               （議決年月日：  年  月  日） 

話し合い 

の 結 果 

 
 
 
 
 

決 定

改 善

方 策 
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社会福祉法人恩賜財団東京都同胞援護会苦情解決第三者委員会規約 
 
（目 的） 
第１条 この規約は、社会福祉法人恩賜財団東京都同胞援護会（以下「本法人」

という。）及び本法人が経営する社会福祉施設（昭島病院を除く。以下

「施設」という。）における福祉サービスの向上を図るための社会福祉

法人恩賜財団東京都同胞援護会苦情解決実施要綱（以下「要綱」という。）

に規定する第三者委員会の活動内容について定める。 
 
（第三者委員の委嘱） 
第２条 本法人における第三者委員は、理事長が委嘱し、施設における第三者

委員は、施設長が委嘱する。 
 
（第三者委員の任期） 
第３条 第三者委員の任期は１年とする。ただし、再任を妨げない。 
 
（第三者委員の職務） 
第４条 第三者委員の職務は、次のとおりとする。 
 （１）定期的な苦情・相談窓口の開設。 
 （２）利用者等からの苦情、相談の受付け及び受け付けた苦情等の本法人ま

たは施設への報告、実情確認並びに改善依頼。 
 （３）本法人及び施設の苦情解決責任者から報告を受けた苦情等の実情確認

並びに改善状況の確認。 
 （４）苦情解決へ向けての苦情申出人または本法人及び施設への助言。 
 （５）本法人及び施設と苦情申出人との話し合いの場への立会並びに必要な

助言。 
 （６）本法人または施設において解決出来ない苦情についての東京都社会福

祉協議会に設置された運営適正化委員会への申し立て。 
 （７）その他、施設におけるサービスの質の向上、利用者の権利擁護を図る

上で必要な意見及び助言。 
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（対象とする苦情等の範囲） 
第５条 対象とする苦情等の範囲は、本法人及び施設における福祉サービスの

内容に関する事項とする。 
ただし、裁判所において係争中のもの、または判決の下ったものある

いは既に同様の申し出がなされ、解決を見たものは除く。 
 
（守秘義務） 
第６条 第三者委員は、苦情申出人の了解なしに苦情等の内容を他に漏らして

はならない。委員を辞任した後も同様とする。 
 
（第三者委員会活動への協力） 
第７条 第三者委員会は、本法人及び施設から影響を受けることなく活動でき

る。 
また本法人及び施設の役職員は、第三者委員から求めがあった場合、

誠意をもってその調査等に協力しなければならない。 
 
 
 
付 則 

この規約は平成 13年 4月１日から施行する。 
 


